様式第２号（第７条関係）

外国人材雇用計画書

	雇用目的
	

	交付申請の日から１年以内に市内事業所において新たに外国人材を雇用するまでのスケジュール
	

	□　本補助事業で対象とする外国人材の受入が可能な事業所であることを監理団体、登録支援機関又は専門家等、外部専門機関へ相談・確認済みである。

（該当することを確認の上、チェックを入れてください。）


※　現に外国人材を雇用していない場合のみ提出が必要です。

※　別途、外国人材を雇用する具体的な計画を確認できる書類を提出する場合は、この書類の提出は不要です。

※　必要に応じて資料を添付してください。

